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国際取引契約書-修正のキ-ボインか

〔3〕

Ⅲ 売買契約にみられる条項

8 船積E]一時期の確定-

TopspinshallshiptheProductsbyair

withinfifteen(15)幽 itsreceipt

oftheDistributor'spurchaseorderwhich

トップスピンはトップスピンが承諾する注

文書を代理店から受領した後,15日以内に

商品を航空便にて発送することとする｡

この文章は注文書の受領と,注文の承諾とい

う2つの事項を十分考えることなく,1つの文

章の中に並べるという間違いをおかしている｡

そのため出荷は代理店が出した買注文書の受領

から15日を意味したとも読めるし,買注文書が

トップスピンによって承諾された後15日,とい

う意図であるようにも読める (日本語はそのよ

うにあいまいに訳せなかった)｡ しか しもし

トップスピンが承諾するかどうかということを

船積の条件にしているとすれば,注文書が当然

トップスピンによって承諾されるかのように善

くのもおかしなことである｡もし承諾されない

可能性があるというなら (そうすると前者の

｢受領から15日｣という読み方は正 しくないわ

けだが),この文章はむしろ次のようにした方

がずっとわかりやすいであろう｡

within肋een(15)daysafterTopspin's

acceptanceoftheDistributor'spurchase

order
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このように書き直してみると,元の文章に

あったある問題点がよく見えてくる｡すなわち

それはトップスピンが,代理店の買い注文を承

諾 した日というのが代理店にはわか らない,

もっと言えば承諾したかどうかの事実もわから

ない,ということである｡代理店は買い注文を

出した日は証明することができるし,それが

トップスピンによって受領された日も何とか証

明できるであろう｡しかしその条件が承諾され

たかどうかは, トップスピンがこれを積極的に

何らかの方法で代理店に伝えなければ,代理店

は結局買い注文を出した後で,いつ商品がつく

のかわからないという状態におかれるわけであ

る｡そこでさらにそのことを明らかにすると,

次のような規定になる｡

UponreceiptoftheDistributor'spurchase

order,Topspinshallpromptlynotifythe

Distributorwhetherornotithasaccepト

ed theorder.Topspin shallship the

Productsbyairwithinfifteen(15)days

afterthedateofacceptance.
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このように明確さを確保するためには,1つ

規定を増やして注文の承諾如何についての手続

きを書くことが必要となるが,こうしておけば

代理店も注文は承諾されたかどうかわかるので,

自動的に船積の日も計算できることになる｡さ

らに代理店側に立って考えると,承諾について

次のような規定を加えることも検討の余地があ

るであろう｡

UponreceiptoftheDistributor'spurchase

order,Topspinsham…ithasacceptedthe

order. IfToDSDinfailstonotifythe

Distributorbyfaxofitsnon-acceptance

within丘ve(5)daysafterreceiptofthe

purchaseorder,Topspinshambedeemed

tohaveacceptedsuchorderuponexpiry

ofthefive(5)dayperiod.

つまり承諾如何を注文受領後 5日以内に

ファックスで連絡しない限り,承諾されたもの

と見なすという規定にするのである｡

9 所有権の移転(1ト所有権留保の特約-

TitletotheContainersshauinprlnCiple

passtotheBuyeruponshipmentprovid-

ed血attheSellermayreservethetitle

untiifullpaymentismade.

コンテナーの所有権は原則として船積時に

買主に移転するものとするが,売主は代金

完済まで所有権を留保することができる｡

まず指摘しておくべきことは,一般的に契約

書では ｢原則的に｣という記述をすることはあ

まり好ましいことではない,ということである｡

ある事柄について効果が2通りあるなら,それ

ぞれの場合を書き出しておく方がよい｡原則で

あるかどうかは数の問題であるか,重要性の問

題であるかによって異なることもあり,あまり

意味がない｡またえてして主観の問題であるこ

とが多い｡かつ例外が適用される場合の条件を

きちんと書いておくことを怠ると,意図せずに

原則によることになってしまうことにもなる｡

もし原則などと銘打っていなければ,原則か例

外かが不明の時に自動的にそちらに行ってしま

うこともない (もっともこのことを逆手にとっ

て,自分に有利に使うことはあるが)｡

ところで本件で想定された選択は,船積を

もって所有権が移転するという場合と,売主が

所有権を留保する意思を表示したために,代金

の完済時まで所有権が留保される場合である｡

契約書を書くときに注意したいことは,記載

事項が自分の立場で正しいか,好ましいかを考

えることである｡そのように考えたとき,この

2つの内で売主にとって大切なことは何であろ

う｡それは所有権を留保することである｡留保

する ｢権利を持っていること｣だとも言えるが,

その場合はいつ行使するかを決めるためのメカ

ニズムがもうひとつ必要になってくる｡そんな

面倒なことをする必要はなかろう｡つまり売主

にとっては,原則として船積で所有権が移転す

るのではなく,むしろ完済まで売主が所有権を

留保することが原則であるとすればよい｡一方

買主からすれば,放っておけば船積で所有権が

移転する方が良いのだろう｡そこで各々の立場

で,次のようにはっきり書くのがよい｡

売主の立場から書く

The Sellerreservesthe title to the

Containersuntilfullpaymentismade;

providedthatiftheSellerspecificallyso

notifiestheBuyer,titleshallpasstothe

Buyerwhen theContainerspassthe

ship'srailattheportofloading.

買主の立場から書く

TitletotheContainersshallpasstothe

Buyerwhentheypasstheship'srailat

theportofloadingunlesstheSellerhas,

byprlOrWrittennoticetotheBuyer,

reservedthetitleuntilfullpaymentis

madetherefor.

10 所有権の移転(2ト意味のない規定-

Notwithstanding the provisions of

lncoterms,titletothegoodsshallremain

withSelleruntilpaymentinfullofthe
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purchasepriceandanyotheramounts

owlngbyBuyer.

インコタームズの規定にかかわらず,商品

の所有権は売買代金および他の買主の債務

が弁済されるまでは,売主に留保されるも

のとする｡

インコタームズの中には,動産の売買契約に

おける所有権の移転の時期を定めた規定はない｡

インコタームズの起草者は,この間題は各国の

法律にまかせることとしたからである｡

このように意味のない規定を提示されたとき

には,どのように対応したらよいのだろうか｡

もし所有権の移転について異なった規定をおく

ことを主張するなら,全く上の規定を削除して

自分の望む文章を書けばよいだろう｡

TitletothegoodsshallpasstoBuyer

upondeliveryofthegoodsonboardthe

carrylngVessel.

そうすればこれは明文の特約であるから,こ

れと異なる一般的な原則に優先するという理屈

の下で,関係あろうが無かろうが,インコター

ムズの規定は自動的に議論の外に出てしまう｡

一方,相手方の規定に異議なければ,放置し

ておけばよい｡どのような前提がついていよう

が,所有権は支払いで移転するのだから,こと

さら間違いを指摘して,無駄な議論に時間を

使ったり,相手のプライドを傷つける必要はな

いからである｡ある条項について実質的な変更

を提案する意図はないが,それに影響のない周

辺部分について一言何か言いたいと感じたとき

には,そのことを持ち出すことで何が得られる

のか,かえって損をすることにならないかをよ

く考えるべきである｡自分も同じような思い違

いを,どこか他所の箇所でしているかもしれな

い｡

なお英語の問題として,出だしの部分は次の

ようにした方がよい｡

Notwithstandinganycontraryprovisions

oflncoterms,…

なぜなら無視しようとしているのは矛盾する

1723

規定だけで,Incotermsの全規定という訳では

ないからである｡

11 個別契約(1ト条件の確定-

UponreceiptoftheBuyer'sorderforthe

Products, the Seller shall issue a

"ConfirmationofSalesContract",which

shallgoverntherightsandobligationsof

thepartiesinrespectofeachindividual

salescontract.

買主の注文を受け取り次第,売主は ｢売買

契約確認書｣を発行することとし,当事者

の個別契約上の権利,義務はこれによるも

のとする｡

売買基本契約や代理店契約を結んだ場合には,

個別の取引の手続きとして上記のような条項が

入れられることが通常である｡基本契約はその

契約の下で行われるすべての個別取引に適用さ

れる条件を,まとめて書き出すことを目的とし

ているものだから,特に何事もなければ個別契

約は商品名,数量,引渡日,価格などを特定す

ればそれで十分なはずである｡しかしそれにも

拘らず,現実には売主の側の個別売買契約書の

書式が使われることが少なくない｡そのような

書式には多くの場合,裏面約款が含まれている｡

せっかく基本契約で共通の条件を定めたにも拘

らず,これと異なる条件が裏面約款にあること

は当事者間では意味がないともいえようが,売

主は定めた書式を基本契約の有無にかかわらず,

すべての顧客との取引で億おうとするものであ

るからこのようなことが発生する｡この場合に

買主としては2つの対応の方法を考えなければ

ならない｡1つは基本契約中に,個別契約の裏

面に書かれた一般条件と,基本契約に定めた一

般条件に矛盾がある場合には,基本契約の条件

が優先する,という次のような条項を入れると

いうものである｡

Shouldthetermsandconditionsetouton

thereversesideofthe"Confirmationof

SalesContract"connictwiththosecon-
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tainedinthisBasicSalesContract,those

containedhereinshallprevail.

しかしこの場合も基本契約にない一般条件が,

個別契約に挿入されていた場合には,これは基

本契約と矛盾しない限りは適用されることにな

ることが考えられるので,そのことにも意を用

いておかなければならない｡これを防ごうとし

た規定が次の文章である｡

Shouldthetermsandcondition...shall

prevai1.Noadditionaltermsandcondi-

tionsnotcontainedinthisBasicSales

Contractmaybeadmittedwithoutthe

DriorwrittenconsentoftheBuyer.

2番目の文章は,矛盾するわけではないが追

加的な条件について記したものである｡ここま

で細かく書いたものはあまりなく,実際にはこ

れを売主に了承させるのは困難かもしれない｡

もう1つの対処方法は売買契約確認書の内容

をあらかじめ精査し,交渉の上で内容を合意し

て,基本契約書の添付書類として付けてしまう

方法である｡このようにすれば売主はその添付

書式以外の書式を使うことができない上に,こ

の添付書式の内容は契約の一部となっているた

めに,買主の合意がなければ変更できないので,

事実上買主は最初から条件をすべて知っておく

ことができる｡この場合には最初の文章に次の

ように追加する｡

Uponreceiptof仇eBuyer'sorder…Shau

issuea "Con五ⅠてnationofSalesContract"

intheform attachedhereto,whichshall

gOVern…

12 個別契約(2ト優先順位-

IncaseofanyconmctbetweenthisBasic

ExportAgreementandanyhdividual

TransactionContract,thisBasicExport

Agreementshahhaveprecedence① over

any contrary term contained in any

lndividualTransaction Contract,u山ess

otherwiseagreedbytheExporterand

thelmporter②.

本基本輸出契約と個別取引契約に相違が

あった場合は,輸出者と輸入者間で別途合

意がない限り,本基本輸出契約が個別取引

契約の中のすべての矛盾する条項に優先す

るものとする｡

① thisBasicExportAgreementshallhave

precedence

ここに書いてあること自体に間違いはない｡

しかし実務的に考えると2つの大きな問題があ

るだろう｡その1つは個別取引契約を結んだと

しても,その中の各条項が当事者に適用がある

かどうかは,いちいち基本輸出契約とそれを見

比べなければ分からないという点である｡基本

輸出契約にもとづいて長い間取引をしていると,

おそらく当事者は基本輸出契約の定めを段々と

忘れていくであろう,にもかかわらずこの契約

はその基本輸出契約を憲法のように優先しよう

とさせているのである｡次に実際問題としても

基本たる契約に書いたことを,個別の契約で変

更することは決してないとは言えないのだが,

本件でいうように基本輸出契約が優先するとし

たら,個別取引契約は非常に実務の拠り所とし

て使いにくいものとなってしまうことである｡

② unlessotherwiseagreedbytheExporter

andthelmporter

次に問題となるのは,｢輸出者と輸入者間で

別途合意がない限り｣の部分である｡①で述べ

たように,個別の契約で基本たる契約と異なっ

た合意をすることがまま見受けられるにもかか

わらず,基本輸出契約に優先的な効力を与えて

おいて,それに反する合意をしようとしたら別

途の合意が要るとここには書いてある｡しかし

基本輸出契約と個別取引契約があるときに,別

途の合意はどこでするのかといえば,それは個

別取引契約でするのであろう｡そうだとすれば

ここで書いてあること自身は,個別取引契約が

優先するという趣旨を書いたことになる｡しか

し前段の文章が原則を書いてしまっているので,

この部分の但し書きはどのようにすれば,それ

を個別取引契約の中で但し書きとして実現でき
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るのか,一考を要する｡なぜなら単に異なるこ

とを書けば,前段で基本輸出契約に否定されて

しまうからである｡

そうだとすれば個別の契約でいちいち ｢何年

何月何日付,当事者間基本輸出契約の定めにも

かかわらず｣ということを明記しなければ,個

別取引契約中の記載事項は基本輸出契約には優

先できないということになるだろう｡

もちろんあるとき別の契約を作って,その中

で基本輸出契約何条の定めにもかかわらず,今

後は個別取引契約が基本輸出契約に優先する,

とでも合意すればその後は個別取引契約が優先

することになるが,それは結局基本輸出契約の

修正契約を作っているわけで,もともと考えれ

ば基本輸出契約の定め自身を逆にしておけばよ

かったわけである｡

このように考えると次のようにすることの方

が実利に合致し,当事者も思わず落とし穴に落

ちることがないであろう｡

IncaseofaconnictbetweenthisBasic

ExportAgreementandanylndividual

TransactionContract,theprovisionscon-

tained in the IndividualTransaction

Contractshallhaveprecedence.

書いてみると個別取引契約は基本輸出契約を

修正する限りで優先され,それ以外では基本輸

出契約の定めが適用されるというのだから,当

初意図した通り,別途合意がない限り基本輸出

契約と個別取引契約の定めの合計が個別の契約

の条件になる,ということとまったく変わらな

いことがよく分かる｡

13 個別契約の履行(3)-商社条項-

Buyermayinitsdiscretionappoint星型

旦g当延.andauthorizesuch旦g型廷住.fg.鍵

1ntOaCOntraCtWithSelleruponthes萱些阜
termsand_conditionsasthis勉reementr2).

ThequantityOftheChipsliftedbythe

agentundersuchcontractshallbeconsid-

ビ1でdこlStllビTqllこ川titl:｣ifted bさ丁_Burtll.

underth主旦Ag* t③.

1/-25

買主は自己の裁量で代理人を任命し,代理

人に本契約と同じ条件で売主と契約する権

限を与えることができる｡代理人が引き

取ったチップの量は,買主が本契約にもと

づいて引き取ったチップの量と見なされる

ものとする｡

① anagentandauthorizesuchagent

この条項の目的は日本の Buyer,おそらく

メーカーが外国の Sellerから,製紙用のチッ

プを継続的売買基本契約にもとづいて買う合意

をした後に,実際の輸入は商社に任せることを

契約の中で示唆したものであると考えられる｡

この条項によると商社はこの契約と全く同じ条

件で Sellerと契約を締結することが想定され

ている｡ところがいったんその契約が締結され

ると,代理人である商社は Sellerと売主と買

主の関係に立つ｡従って厳密な意味では agent

ではないことになろう｡しからばこの部分はど

うすればよいかというと,契約締結の時点で商

社がすでに確定しているのなら,その名前を入

れればよいわけであるし,まだ決まっていない

のであれば次のように書けばよいだろう｡

.,_appointatradinghouseandauthorize

suchtradinghouse…

…appolntanimporterandauthorizesuch

importer...

② toenterintoacontract…asthisAgree一

ment

ここでは代理人,商社が Sellerと本契約と

同山の条件で契約をするといっているが,整理

しておかなければならないのは,その場合に契

約は何本あることになるのかということである｡

すなわち文字通り本契約と同一条件で Seller

と商社が契約を結べば,契約は異なる当事者と

の間に2本存在することになる｡しかしそれは

当事者の意図でないことは明らかである｡一万

1本しか契約がないとして,商社との契約がそ

の1本の契約であるとすると,その次に書いて
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あることと整合性がとれない｡つまり次の部分

では商社が輸入した数量は,Buyerが ｢本契約｣

で輸入した数量であると見なすとあるからであ

る｡そう考えると実際的には1本の契約を2人

の当事者が履行しており,そのいずれの当事者

が履行してもそれは1本の契約を分け合って履

行しているだけである,と考えるのが正しく現

実を反映しているのかもしれない｡

しかしもう少し詳しく分析するとすれば,商

社は海外の Sellerからいったんチップを買い,

それを国内で Buyerに同条件 (とはいうもの

の商社の口銭が考慮されると考えられるが)で

売却するわけである｡そうだとすれば実際には

Buyerの締結した契約が商社に譲渡されたと考

え,そして形式もそのようにするのが正しいの

かもしれない｡その場合には Buyerの本契約

にもとづく立場,すなわち義務がどうなったの

かについても多少考慮する必要があるだろう｡

まず譲渡の場合を書くとすれば次のようになる

だろう｡

Buyermayinitsdiscretionandupon

notice to Seller tota㍊y assign this

Agreementtoatradinghouseacceptable

toSeller.

このようにした場合には商社が Sellerに承

認された会社である限り,Sellerとしては商社

との契約だけを履行すればよいのであり,元の

Buyerはまったくこの絵から抜け落ちてしまう

ことになる｡しかし契約条件は同じであるのだ

から,Sellerにとっては特に憂慮すべき点はな

いであろう｡

商社がまったく契約に取って代わってしまう

ことを,Buyerが潔しとしない場合は,次にあ

げるように契約の一部もしくは全部を,他の当

事者に履行させるという構成をとることも可能

であろう｡

Buyermayinitsdiscretion,butatits

responsibility,appointatrading house

and delegatetheperformanceofthe

Buyer'Sobligationshereundertosuch

tradinghouse.InsuchcaseSelleraccepts

thatthetradinghousesoappointedwill

perform thisAgreementasifitwerea

partyhereto.

この場合は Buyerはその契約上の義務の履

行を商社に委任したわけである｡そして商社は

契約の一部もしくは全部を,Buyerに代わって

履行するのだが,その効果は直接に Buyerに

生じることになる｡

ただしこのような場合に,誰が実際のチップ

の輸入手続を記録上の当事者として行うのかは,

考えておかなければならない｡すなわち日本に

おける輸入者は誰なのか,商品代金を決済する

当事者は誰なのかという問題である｡法律的に

いえば契約の履行が商社によって行われている

のは,本人として行われているわけではないの

だから,Buyerが商社に委任状を出して処理す

ればよいのかもしれないが,実務上商社の取引

は自らの名前で行われていることも多く,実際

に行われていることと契約書が,必ずしも一致

していないというのが現状なのかもしれない｡

③ considered astllequantity lifted by

BuyerunderthisAgreement

すでに見たようにこの箇所の意図は,商社が

引き取ったチップの数量は Buyerが本契約で

引き取った数量と見なすということであるが,

②にあげたような法律構成をとるとすれば,そ

の結果については異なる考え方をしなければな

らない｡まず最初にあげた契約自身を譲渡する

という考え方の下では,1本しかない契約が商

社に譲渡されたのだから,そこにおける履行は

それで完結し,まさに本契約の履行そのものに

なるわけである｡

2番目の履行の委任という考え方をとる場合

には,法律的な効果は本人である Buyerに帰

するのだから,これまたこのような文章を入れ

る必要はないともいえる｡しかし実際の意識と

しては,商社は日本側では自分の名前で他人の

契約を履行する者であり,対外国の関係では自

分の契約を自分の名前で履行するという,いさ

さか説明しがたい取引形態をとっているので,

結論としては最初の例文に書いたような処理の

仕方で,誰にも疑問はないのであろう｡
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Ⅳ 代理店契約にみられる条項

1 -直接販売の禁止-

TheManufactureragreesthatitwillnot

selltheProductslntheT蜘

thirdparty①,*her雌
ofitsAfEiliates@.

製造者は,自らもしくはその関係会社を通

じてするを問わず,製品をテリトリーで第

三者に販売しないことに合意する｡

① intheTerritorytoanythirdparty

ここでは2つのことが言われている｡1つは

う1つは ｢いかなる第三者にも｣ということで

ある｡漠然と意味はわかるような気がするが,

もう少し詳しく見てみるとやはり疑問が残る｡

すなわちここで製造者に約束させているのは,

テリトリー内で販売活動をしないことと解釈す

れば,第三者はテリトリー内に存在しても,チ

リトリー外に存在しても禁止されることになる｡

つまり製造者はテリトリー内で代理店以外のす

べての者に販売活動 (それはテリトリーからの

輸出を含む)をしないことを約束していること

になる｡さらに別の言い方をすれば,テリト

リーをベースとして代理店以外の第三者 (どこ

にいても関係なく)に販売しないというもので

ある｡

もう1つの考え方は製造者はテリいノー向け

に売るならば,代理店にしか売らないというこ

とである｡つまりテリトリー内に存在する者の

うちでは,代理店にだけに売って,第三者には

売らないというものである｡

製造者の立場からすれば,テリトリーは代理

店に任せたわけだが,それ以外の地域での販売

は自由であるべきである｡そうするとそのこと

を明らかにするためには,次のように書き替え

る必要があるだろう｡

TheManufactureragreesthatitwillnot

selltheProducts地
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Ten車onJ ...

もちろん日本の製造者が,アルゼンチンに代

理店を任命したにもかかわらず,自らアルゼン

チンに乗り込んで行ってそこを根拠にチリやブ

ラジルの買主に売る,などということは考えに

くいかもしれないが,原文のままではそれを禁

止しているという意味になりうるので,製造者

の立場に立てばやはり上のように書き替えるほ

うがよいであろう｡ここでは意味の違いが in

theTerritoryとtoanythirdpartyを入れ換

えただけで起こることに注目してほしい｡in

theTerritoryは最初の文ではitwillnotsellに

結びつき,修正したものでは anythirdparty

を修飾するからである｡

② eitheritselforthrough any ofits

Affiliates

この部分は販売しないことを約束する主体が,

製造者自身およびその関係会社であることを,

念のために表現 しているところであるが,

itselfという言葉の位置が少しよくない｡次の

ようにした方がもっと分かりやすいであろう｡

TheManufactureragreesthatitwillnot,

迦 _itselfor through._些逆.__吐._垣

Affiliate!,selltheProducts"

ここでのポイントは,itselfの itが何を意味

するかがわかりやすいところにこの句を移すと

いうことである｡もちろん原文でも誤解する余

地はまずないが,このように関係する語を近く

におくことを習慣にしておけば,文章が長く

なってもわかりやすい文章が書ける｡一見する

と itselfという言葉はそのすぐ前の anythird

partyにつながって,列挙されている,または

itselfの itは thirdpartyを指すなどと誤解さ

れないこともないというおそれがあったが,上

の修正によってそれは解決された｡

さて今度は代理店の立場に立って,製造者が

関係会社を通じて販売しない,ということをも

う少し広げることを考えてみよう｡結果として

商品が製造者,またはその関係会社によって売

られることがないようにさせることが代理店の

目的であるから,積極的にその旨を表わすよう
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にすることもひとつの方法である｡次の案文を

見てみよう｡

TheManufactureragreesthatitwillnot

anditwillnotallowanyofitsAfBliatesto

seutheProducts…

このようにすれば最初の書き替え例では,

｢自らが｣関係会社を通じて売ることはないと

いうところに重点があったのに対して,この書

き替えでは ｢関係会社が販売する｣という結果

が起こらないように,販売会社を規制すること

に合意することになる｡そうすれば自らの意思

の働かないところで,何らかの理由で関係会社

が製品を売ってしまうことも違反のひとつにな

るので,代理店としては権利がさらに確固たる

ものになるといえる｡なおここで関係会社にも

販売することをさせない,という趣旨を製造者

がそれを許容しない,という形で表現したが,

同じことを表わすには,関係会社に消極的義務

を負うことを約束させる,という考え方もある

かもしれない｡つまり次のような文章である｡

itwinnotanditwm causeanyofits

AffiliatesnottoselltheProducts"

この2つの表現ではどちらが代理店に有利な

のだろうか｡まず allow を使った構成では義務

を負うのは製造者である｡つまり製造者は関係

会社が販売することを許容しないという義務を

負っている｡もし関係会社が販売をしたときに

は,代理店はそのような現象が起ったことを理

由に,製造者に契約違反を追及することができ

るであろう｡製造者としては許容しない,とい

う約束を履行することができなかったことにつ

いて,何らかの合理的な免責の根拠を証明する

ことができない限り,結果責任を負う｡これは

かなり厳格な責任と言える｡これに対して後者

の場合には義務が2段あるのではないだろうか｡

すなわち製造者は関係会社をして消極的義務を

負わせる義務を負い,関係会社は売ってほなら

ないという制約を,製造者によって課されるわ

けである｡そこで関係会社の社員が何らかの事

情でこの制約を知らないで,全くの善意でテリ

トリーの客に商品を販売した場合に,もしその

結果について関係会社が製造者に対して責任を

負わないとすれば,製造者は関係会社のその行

為の結果について,責任を負わないということ

も考えられなくはない｡すなわち製造者は関係

会社に対して,消極的義務を負わせることに全

く過失はなかったが,関係会社がその請け負っ

た義務をやむをえない事情で果たすことができ

なかった,という ｢言い逃れ｣を許すというこ

とになるかもしれない｡

実際にはこの2つの規定にはほとんど差がな

いのかもしれないが,やはり強制する代理店の

側からすれば,権利の行使に対するハードルは

低くて少ないほうがよいのであるから,前の文

章のように義務者を1人にとどめておく方が得

策であると言えよう｡契約書はできるだけ権利

の実現を容易にするものでなければならないと

いう目的からすれば,相手に言い訳を言わせる

根拠が少なければ少ないほどよいわけである｡

なお他の言い方として次のような構成も考え

られる｡

itwillnotanditwillensurethatnoneof

itsAffiliatesselltheProducts…

これも製造者に直接の結果責任を負わせる方

法である｡

2 販売義務-bestefforts-

Distributoragreestouseitsbestefforts

todevelopthefullsalespotentialofthe

Territory,

代理店はテリトリーの販売可能性をあまね

く追及するために,最善の努力をすること

に合意する｡

beste魚)rtsl という言葉は契約書だけではな

く,商業文書にはしばしば出てくるフレーズで

あるが,これがどの程度の重みをもつのかが十

分に理解されているとは思えない｡少なくとも

英国法の下では beste放)rts(ときには best

endevoursといった表現も使われる)をもって

何かをすることを約した場合には,単に通常の

努力をするのでなく,それが実現可能なことで

あれば,かなり重大な義務を負ったと同様に努



国際商事法務 Vol｡35,No.12(2007)

力をしなければならない,と考えられている｡

た とえば許可などを取得することを best

effortsで請け負ったものは,場合によっては

法的手段に訴えてでも,許可をとる努力をしな

ければならないと考えられている｡同様に債権

回収を請け負ったものは,債務者との関係が破

壊されても,訴訟をしてとりたてる義務を負う｡

もっとも本件の場合のように,テリトリーの

販売可能性を追及するといったような抽象的な

目的の場合は,どの程度の努力をすればすべて

の努力をしたことになるのかが分からない以上,

必ずしも具体的な水準を想定することができな

い｡とはいえ,おざなりな努力しかしなければ

契約違反になるし,単に普通の程度の努力,

reasonableendevoursをしただけでは,契約違

反と言われる可能性が十分あるので注意しなけ

ればならない｡この他に sofarasisreason-

ablypracticableなどといった表現も訴訟に現

れており,この場合は何かをすることとしない

ことの得失を量って,しないことの方がより当

事者にとって好ましいと結論できない限りは,

する義務があるという程度に考えられるようで

ある｡

一方,アメリカではこの言葉はそれほど高度

の努力を要求されているわけではない,と一般

的にいわれている｡しかしいずれにしてもこの

ような抽象的な言葉というのは,どのようにす

ればそれを達成したかどうか分からない,とい

う意味であいまいであり,特に何か目に見える

ゴールがありうる場合には,あまり不用意に使

うべきではない｡このような表現が代理店契約

で要求された場合には,次のような対処の方法

が考えられるであろう｡

Distributoragreestouseitsbestgj型:

mercialeffortstodevelopthefdisales

potentialoftheTerritory.

Distributoragreesto

todevelopthefatsalespotentialofthe

Territory.

Distributor acknowledges thatitwill

1729

servethecommoninterestoftheparties

forthepotentialoftheTerritorytobe

幽 L__担.･._the maxi哩 . extent

pgiSSible.

最初の例は最善の努力を商業的なものとする

ことによって,少なくとも採算にあわないよう

な努力まではしないでいいようにするものであ

る｡次は単に販売可能性を探ることを引受ける

だけであるから,その程度が問題になることは

ないであろう｡まったく開発できなかった場合

には問題になるかもしれないが,そのようなと

きはいずれにしても代理店契約上何らかの問題

になるに違いない｡最後の例は客観的に表現す

ることによって,それが代理店に課された義務

であるという色彩を薄めたものである｡しかし

これらの工夫はいずれもどのようにして濃度を

薄めるかという問題であり,本来であればこの

ような条項がなくても,代理店の義務は当然黙

示的に存在するわけであるから,代理店の側か

ら見れば,まったく削除するのがよい｡また多

くの契約書は最低販売量などを義務として課す

ることによって,このような抽象的な表現をおく

ことを避ける方法をとるか,おいたとしてもそ

れにあまり頼りすぎないようにするものである0

3 代理権の範囲

The Manufacturer appoints the

Distributorasanexclusivedistributorof

theProductsintheTerritory,Anysaleof
theProductsinothermarkets① issubject
t｡ tllビ Priol-Wl.ittt,n L.OllSPnrOftlle

Manufacturer'sseniormanagement②,

製造者は代理店をテリトリーにおける製品

の総代理店として任命する｡他の市場にお

ける製品の販売は,製造者の経営上層部の

事前の書面による同意を条件とする｡

① AnysaleoftheProductsinothermarkets

総代理店を任命した場合に,その総代理店に

与えられたテリトリー以外の販売を許すという

ことは通常あまりないが (原文のその意味をよ
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りよく表わすには,inothermarketsと言うよ

りもっと明確に outsideoftheTerritoryと言

うべきだろう),米国では反 トラス ト法の規定

に触れないようにするために,地域分割を明ら

かにすることなく,ある地域をある代理店に

もっぱら与えたとしても,その地域を排他的な

ものと扱わずに,主たるテリトリー (primary

territory)と呼んで,他の地域にも売ることを

許す規定を設けることが少なくない｡そのよう

な場合には他の地域での販売を許すかわりに,

その他のテリトリーを与えられた代理店に一定

の手数料を払うこととする｡このようにすれば

手数料を払ってまで,他の地域に進出する意味

がないので,結果的には自らのプライマリーテ

リトリーに留まることになって,同じ目的が達

せられる｡そのためにこのような規定が作られ

るわけである｡本案文では他のマーケットで売

ることは自由だというわけではなく,次の②に

あるように製造者の事前の同意を必要とすると

はしているが,｢売ってはいけない｣と規定し
ているわけではない,という意味においては,

似通ったところがあるといってよいだろう｡

② thepriorwrittenconsentoftheManufac-

turer'sseniormanagement

製造者の頭の中ではこの条件は大事なことで

あるから,社内でもしかるべき経営上層部の同

意をとることと考えていることはよく分かるが,

代理店にしてみれば社内の意思決定がどのよう

になされているかを判断しなければならない立

場におかれるので,好ましくない｡この規定の

ままでは,書面による同意が本当に経営上層部

のものであったかどうかまで,確認しなければ

ならないわけである｡単に製造者の同意として

おけば,製造者の権限があるものの通知がくれ

ば,その通知の内容に対する社内の同意がどう

なっていても,それを製造者の意思と考えてよ

いわけである｡したがってここは単に製造者の

書面による同意としておく方が簡単である｡

the prlOr Written consent of the

Manufacturer

4 最低販売数量-condition-

1t is an essentialcondition of this

AgreementthattheDistributorsellsthe

followlng minimum number of the

ProductsineachContractYear.

代理店が以下の最低数量の商品を毎契約年

毎に販売することは,本契約の重要な条件

である｡

この条項は,代理店を任命した会社が,代理

店に最低販売数を守ることを約束させようとし

ているものである｡もし販売代理店がその数量

を達成することができない場合には,当然任命

者側は不履行を原因として,この契約を解除す

る権利を確保しようとする｡その場合に,もち

ろん商品の価格やマーケットの性質などにもよ

りけりだが,非常に少ない数量の不足で,契約

を解除することができるかどうかを考えるであ

ろう｡たとえば商品の小売価格が$100で,敬

量が毎年10万個と設定された場合に,販売され

た数量が99,900個だとしたら会社は本契約を解

除することができるだろうか｡商品の単価が1

千万円で年間の販売数量が10台であるとして,

もし代理店が9台しか販売することができな

かったら,契約は解除できるだろうか｡後の設

定の方がまだしも解除権は明らかなように思わ

れるが,不足の幅が非常に全体との関係で少な

いときには,具体的な目標数値が書いてあった

としても,解除権の行使に制限が課されること

は十分考えられる｡そのような場合に,解除条

項の中に ｢代理店が第何条記載の最低販売数量

をひとつでも下回った場合には,契約を解除す

ることができる｣とすることもできるが,本条

における出だしの文章はそれを別の表現で表そ

うとしたものと考えられる｡

英国法上 conditionと名づけられた条項は2,

債務者がそこに記された義務を履行しなかった

場合には,その程度の如何によらず契約を解除

し,蒙った損害を請求ができるという性質をも

つとされている｡類例でよく見 られるのは

timeisoftheessenceとして履行期に関する規
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走を conditionとすることである｡すなわち

time(履行期)に関する契約の定めは essence

であるということによって,conditionである

と性格づけるわけである｡本条ではそのことを

essentialconditionという言葉で表わしている｡

もっともそのような場合といえどもまったく取

るに足りない数量,たとえば10万佃の例でいえ

ば,数個の不足をもとに契約を解除することは

deminiTnisの原則3にもとづいて認められない

ことは十分ありうるが,国際取引では確実性を

重んじる要請が非常に高いと考えられているた

め,しばしば deminimisの原則が認められる

範囲は非常に狭いと考えられている｡

このような条件の設定に対して,代理店はい

かに対応すべきであろうか｡まず最初に認識し

ておくべきことは,代理店として最低販売数量

を約束するのであれば,そのことは代理店契約

においては最も重要な条件のひとつであるから,

それに違反すれば,当然契約を解除されてもや

むをえないという当然のことである｡もしそう

ならば,この出だしの条件はいわばあってもな

くても同じこととして受け入れてもよいであろ

う｡しかしそうは言ってもやはり簡単に解除す

ることができる権利を,相手に明文で提供する

必要までもないかもしれない｡当然数量が重要

な意味をもつのであるから,任命者としては代

理店の成績がかんばしくなければ解除を言って

くるであろうが,その場合に何らかの理由で表

面上は数量を達成していなくても,義務の不履

行として扱うべきではないと主張したい場合も

あるだろう｡たとえば市場に強力な競合製品が

現れたため一時的に販売量が落ち込んだ場合,

あるいは小売を任せていたフランチャイズ店が

経営不振に陥って,一挙に何10%もの商品を他

のフランチャイズ店に振り向けなければならな

くなった場合などのように,不可抗力とはとて

も言えないとしても,市場の性質上義務の履行

に重大な障害となる,と考えられる出来事が発

生した場合に,権利の厳格な行使を猶予しても

らうことを懇請することを考えるようなときに

は,出だしの部分はないにこしたことはない｡

では任命者側がこの条件を外すことを強行に拒
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否したときには,代理店には何か対応策がある

だろうか｡ひとつの方法として,契約年終了時

に実際に最低数量を販売していなかった場合に,

その差にあたる数量を購入するか,補償金を支

払うことによって,不履行を治癒することがで

きるという条件がおかれることがある｡次のよ

うな条項である｡

IftheDistributorfailstosellthemini一

mum numberoftheProductsin any

ContractYear,theDistributormaycure

thefailureby(i)purchasingthedeficien-

cywithin30daysaftertheendofthe

ContractYear,or(ii)bypayinganamo-
unt equlValent to the price Of the

Products not purchased by the

Distributor.

あるいは契約条件が総販売代理店だった場合

に,その exclusivityを外すことによって制裁

とするという方法もある｡もちろんこの場合は

その制裁の継続期間などについても考えなけれ

ばならないであろう｡

IftheDistributorfailstoselltheminト

mum numberoftheProductsinany

ContractYearbynotmorethanlO%of

the applicable minimum number,the

Distributor'sexclusiverightofdistribu-

tionshallautomaticallybeconvertedtoa

non-exclusiveright.

しかし会社側からみれば non-exclusiveにし

たからといって,ただちに他の代理店を起用す

るというわけにもいかないのだから,おそらく

このような条件を提示すれば,それは会社側の

オプションとしてしか認められない可能性は高

いだろう｡また仮にオプションとして認められ

ても,それを再度 exclusiveに戻すことを期待

するのは実際的には無理だろう｡なおこの文案

では exclusivityの放棄で救われるのは,不足

量が10%以内におさまる場合で,それ以上の場

合は通常の契約違反規定が適用されることとな

る｡
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5 商品の返品

Ordersmaynotbecancelledoraltered

byyouexceptupontermsandconditions

acceptabletous.Anygoodsreturned

shallbesubjecttoreconditioningcharges.

Authorizedgoodsshallbeshippedtoour

Office. To receive authorization for

returns,pleasecontactusprlOrtOreturn-

ingthegoods.Wereservetherightto

cancelanyorderwithinsevenworking

daysfromreceiptofsaidorder.

貴社は,当社の合意する条件による場合を

除いて,注文をキャンセルしたり変更する

ことはできません｡返品された商品につい

ては,調整手数料がかかることとします｡

返品承認商品は当社宛ご返送下さい｡返品

承認を希望する場合は,返送前に当社宛ご

連絡下さい｡当社は注文受領後7営業日以

内なら,いつでも注文をキャンセルする権

利を留保致します｡

まず規定の目指すところが何なのかを考えて

みる｡説明不足の部分はあるが,原案の趣旨は

代理店が注文を出せば,それは個別契約を成立

させる,そして売主側が合意しない限り代理店

側からはキャンセルできない,ただし売主は7

日以内ならキャンセルできるというもののよう

に読める｡なお原文の最後の行に,売主の側か

らもcancelという表現があるが,代理店はその

注文を取り消すという意味でキャンセルしても

良いが,売主の場合は代理店の注文をキャンセ

ルするというより,rejectするというのが正しい｡

全体のトーンを見るといったん注文して受領

した商品でも,注文を取消して返品ができるよ

うにも読めるが,よく読むと注文を取消せるか

どうかは,メーカー側が決めるということに

なっている｡そうだとすれば代理店としてはま

ず返品はできないが,例外的にできることがあ

る,と考えて対処しなければならない｡

ではこれをもう少し代理店に有利に書き直す

にはどうしたらよいだろうか｡まず ｢調整手数

料支払いを条件に,注文取消し,返品自由｣と

書く案が考えられる｡

O rdersbyyoumaybecancelledsubject

topaymentofreconditioningcharges.

しかし相手方はおそらく受け入れないだろう

し,受け入れるとしても種々の条件を付すだろう｡

もう少 し現実的な対応策は,ここでいう

termsandconditionsにあらかじめ合意してお

いた上で,その条件を満たせば返品可能とする

ものである｡たとえば次のような案である｡

O rdersmaybecancelledoralteredon

conditionthatyourintentiontodosois

communicatedtouswithinsevenwork-

ingdaysfromourreceiptofsaidorder.

ここでは相手方の主張するキャンセル権行使

の7日を裏返して,こちらも7日以内のキャン

セル権もしくは変更権をもつとするものである｡

このように変えれば公平,平等にはなる｡しか

し今度は注文後7日経過しないと契約が確定し

ないという不便さはある｡

もっとも相手の考えているキャンセルに応じ

るための条件は,必ずしも全く窓意的なもので

はなく,代理店の商品の注文状況や,そのとき

までの履行実績に関するものかもしれない｡つ

まりたまにしか注文しない代理店,あるいは別

途定める年間最低購入量をクリアーしていない

買主には,その自由を与えないといった場合で

ある｡このときも返品は条件成就如何で自動的

に決るのだからといって諦めずに,条件を書き

出すことによって,条件内容を明確にすること

ができる上に,それ以外の条件を排除すること

ができる｡一例をあげておこう｡

Anordermaybecancelledorthequanti-

tyorderedmaybealteredbyyouifyou

have purchased more than US$10,000

worthofgoodsduringtheonemonth

periodpriortocancellationoralteration,

butshallbesubjecttopaymentofrecon-

ditionlngCharges.

さらに交渉の手がかりを作るために,上のこ

とを相手の注文キャンセル権と結びつけること



匡l際商事法務 Vol.35,No.12(2007)

も作戦のひとつであろう｡

Wereservetherighttocancelanyorder

within…

とあるのを (すでに説明したように,We

reservetherighttoreject…というべきであ

る),これを次のように変えるのである｡

WemayrejectanyOrderwithinseven

workingdaysfromreceiptofsaidorder,if

youhavepurchasedmorethanUS$10,000

worthofgoodsduringtheonemonth

periodpriortocancellation.

この案の説明は代理店が直近の1ケ月間に1

万 ドル以上の商品を買っているなら,メーカー

は解除してもよいが,それ未満のときは代理店

が販売する努力を妨げてはならない｡なぜなら

拡販こそが両当事者の利益だからである,とい

うものである｡

もうひとつのアプローチは返品条件の設定は

相手方に任せることにはするが,返品要請後一

定の期限内に何も反応がなければ,取消し,近

品は受けられたものとするものである｡

Ifyoudonothearfrom usastoany

termsorconditionsofreturn within

sevenworkingdaysfromthedateofyour

request,authorizationshallbedeemed

glVen.

この文章は最後の文章の前に入る｡こうして

おけば相手方の条件設定の自由は妨げられてい

ないのだから,それ程不利な制限には見えない

であろう｡

6 船積期間の起算点

The delivery period shallcommence

whentheCompanydaJLhaiyqaCknow1-

幽 些 裏裏①of ecifications②

LllldtE:i㌦岬pli｡こIl山 doTLIr.ITllビlltSrビquirビdto

地 ④,suchas_旦_垣terofcred_-

ortlicense, 由 二

pingillStruLltiollS.PrLl:1.

船積期間は ｢会社｣が完全な仕様および/

または信用状,輸入許可,外国為替に係る
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許可,船積指図書その他の,船積を実行す

るために必要な該当書類の受領を確認した

ときから起算するものとする｡

この条項は精密機械の日本向販売代理店契約

書の一条項で,個別契約における船積期間がい

つ始まるかを規定した,代理店任命者側作成の

契約に含まれていたものである｡意図されたと

ころは ｢会社｣が完全な注文および船積に必要

な書類を受領したら,船積期間 (たとえばその

後2週間以内)がスタートするということであ

ろう｡代理店側に立って分析してみよう｡

O shallhaveacknowledgedreceipt

まず ｢受領の確認｣とは何だろうか｡もし受

領だけであれば,事実として相手に書類が到達

したときから,期間は自動的に開始する｡しか

し receiptを acknowledgeするということは,

相手方が書類の受領を ｢契約条件に合致した書

類の受領である｣と積極的に確認して,それを

代理店に通知してくる過程が要ることを意味す

る｡もし相手方が書類を受領していても,何ら

かの理由でそれを十分な書類ではないと考えた

り,単に船積の目途がたたないとか,速やかに

確認することを怠っていた,さらには窓意的に

確認することを拒否したといった理由で,通知

してこなかった場合には,契約条件に合致した

｢書類の受領の確認｣という条件がいつまで

たっても充足されないことになる｡

また acknowledgeしたという事実は代理店

側に通知されなければ,代理店としてはいつ船

積期間がスター トしたかわからないのだから,

もうひとつハードルがあることになる｡

代理店側から考えれば自分達は必要条件を充

足した書類を送付するのであるから,｢会社｣
が書類を受領したとき,とすれば十分である｡

whentheCompany* l迦 唾 卓…

事実として受領したことを,返信で確認させ

ることも一法ではあるが,相手がその返信をし

ないことのリスク (および不着のリスク)が伴

う｡そこで人為的な手段を経ることなく条件が

成就したこととするためには,書類は代理店が
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発送したら何日以内に受領したものとみなすと

いう規定をつけておけばさらによいだろう｡一

般条項のNoticesの所によく見られる次のよう

な規定が参考になる｡

Allnoticesgivenbymailshallbedeemed

givenwhenreceived,butinanyevent

notlaterthanseven(7)daysfrom the

dateofthepostmark.

この規定だと代理店側は,7日目に受領され

たと考えるのが安全なことになる｡受領確認付

きの書留便で送った場合で,実際7日以内に到

達すれば,その日とすることができる｡もっと

単純化させるためには次の方法があるが,理論

的にはこの期間中に着いていなかったら,不着

や遅着でも ｢みなし受領｣とできるかという問

題がある｡英国法の postalruleはリスクを通

知される側に負わせている4｡なお本件の場合,

仕様その他が届かなければ何もできないので,

不着のときに ｢みなし受領｣と扱うことには無

理がある｡

Allnoticesgivenbymailshallbedeemed

tohavebeenreceivedseven(7)days

afterthedateofposting.

一般論としても条件の成就が判断の問題では

なく,事実の問題であるときには,成就の確認

を再度本件のように人手に渡してしまうことな

く,自動的にできるようにする方法を考えるこ

とが重要である｡

② completespecifications

ここでは ｢会社｣は受領した注文が十分な仕

様を含んだものであること,つまり中途半端で

そのままでは商品の仕様が確定できないもので

はないこと,を要求している｡しかし船積期間

の始期を扱う規定の中に注文の完全性の判断を

もぐりこませることは,異なる主題を同一の規

定にもりこむという点で好ましくない｡加えて

代理店はおそらく代理店契約中で定義された商

品を注文しているものと考えられるので,こと

さら注文内容が不完全であることを想定するこ

とがそもそもおかしいともいえる｡

仮に個別の商品については,個別の取引時に

仕様詳細が都度合意されるというなら,このこ

とは注文手続に関する条項で議論すべきであろ

う｡このように手当をしたとすればこの部分は

次のようになる｡

anorderplacedpursLlanttOtheprovi-

sionsofSection

@ and/or

この語はandまたはorのどちらか該当する

方を自由に選んで読む,というときに使われる

ことが多いようだが,本件でこれを解釈すると

または ｢完全な仕様｣または ｢該当書類｣(or

の場合)の受領を確認したとき,ということに

なる｡

しかしこの要件は代理店側からみると,どの

ような場合にそれが満たされるのか不明確であ

る｡憤重な態度をとるとすれば両方の要件を充

足するしかない｡そもそも ｢仕様｣と ｢書類｣

の性質をよくみると,片方は個別契約の目的物

の確定,もう片方は (次に述べるようにそれ自

体にも問題があるが,それはおくとして)船積

に必要な書類であって,代理店側が用意すべき

ものであるから,｢会社｣側からすればこれは
双方共要求してしかるべきものであり,また代

理店としても片方を充足すればそれで十分であ

ると主張できるものでもないので,ここでは

andだけにするのが明確性からいえば好ましい

解決である｡そうだとすれば代理店側は常に両

方出せばいいのだから,心配する必要がなくな

る｡そもそも仕様の代わりに書類,書類の代わ

りに仕様というのはいずれも考えられない｡

orの選択は実は両方の当事者にとって意味

のないものなのである｡仮に and/orに意味が

あるとしてもandを選ぶのかorを選ぶのかを

判断するのは誰か,ということがわからなけれ

ば結局紛争の種となろう｡

@ applicabledocumentsrequiredtoeffect

shipment

この applicableように該当するかどうか,

適用されるべきかどうかについて判断,決定を
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要する語句が出てきたときには,常に誰が判断,

決定するのかを考えておかなければならない5｡

時には法律上当然に決まっていて,判断は当事

者以外の基準にてらして行うこともあるだろう｡

たとえばA,BおよびCの書類が法令で要求さ

れることが明白なら,特に考える必要はない｡

さらにここでは ｢必要な｣(だから ｢要求

(required)｣される)とも書かれている｡適用

されるべき書類がすべて必要である,というな

らどちらかの要件が不要だろう｡変な仮定では

あるが,適用あるが要求されない,要求される

が適用ない,というケースがあるとすれば,む

しろ大事なのは ｢要求される｣方であって ｢適

用される｣方ではないので,結局ここでは

applicableは不要な修飾語として削除してよい｡

次に requiredもapplicableと同じく判断な

どを要求さjtるものである｡法律上の当然の要

請であって,それが明白だという場合はよいと

して,これ以下にあげられている書類を見ると,

例示されたものはよいとして,｢その他 (etc)｣
には必ずしもそうではないものもありそうなの

で,代理店側として何が要求されるのかを明ら

かにしておく必要があるだろう｡具体的な整理

の方法については⑤参照｡

⑤ suchas…,etc

ここでは④にあげた要求される書類が列挙さ

れているわけだが,このリストには2つの問題

がある｡

まず契約上で要求されるものと,法律上当然

に必要なものが混在していることである｡法律

上要求されるものはなければならないのだから,

例示してあってもなくても,揃えなければなら

ない (例示しない方がよいというのではない｡

例示は備忘の目的は果すだろう)｡一方契約上

要求されるもの (ここでいえば,aletterof

creditや shippinginstructions)は,必要なの

かどうかを契約の該当部分で決めておくべきで

ある｡たとえば 1etterofcreditで決済をする

かどうかは,支払い条項で取り決めることであ

り,かつその開設,通知手続は銀行経由で行わ

れるもので,船積期間の起算点を取扱ったとこ

i735

ろの,この規定の構造とは必ずしもなじまない｡

またshippinginstructionsは,この条項にもと

づいて送るもの自体がそれに当たるものであっ

て,ここで要求した書類の受領 (の確認)を

もって船積期間が開始するというのだから,こ

とさら船積指図書を別途に要求しなくてもよい

ともいえよう｡もちろん一応形のあるものが欲

しいというなら,それはそれでよい｡また船積

期間の指定が,船積指図書ではじめてなされる

なら,それは必要である｡

次にこのリストが例示である点である｡要求

された書類は代理店側としては整える義務を負

うわけだが,その義務の対象たる文書の全貌が

示されていないということは,これに合意する

ことによって,会社側は不履行の布石を打って

いることにもなりかねない｡会社側はリストに

入っていないもので,代理店が適時に,もしく

は全く応ずることのできないものを要求するこ

とが可能だからである｡

以上をまとめると④ないし⑤の部分の内で,

他の条項に移す部分は移し,不必要なものは削

除し,例示列挙を限定列挙に整理しなおすこと

によって全体は次のようになる｡

The delivery period shallcommence

wbentheCompanyshallbedeemedto

havereceivedanorderplacedpursuant

toSection (OrderingProcedures)

andcertifiedcopiesOfanimportlicense,

exchangepermitandsuchotherdocu一

mentsasmaybeagreedbetweenthepar-

tiesforeachindividualcontract.

〔注〕

1 ｢作成のキーポイント｣103頁C

2 それ以外の付随的な契約条項はwarrantyとよ
ばれる｡判例ではその中間的な性質をもつものも
認められている｡

3 ｢法は些事に関せず｣という法格言で,裁判所

はあまりにも些細な差違を根拠に,権利を行使す
ることを許さないことがある｡

4 郵便で契約の申し込みを承諾してよいと考えら

れる場合には,承諾は返信の遅延や不着にもかか
わらず,ポスト投函時に効果が発生するという原
則をいう｡
5 ｢キーポイント｣31頁以下C ①


